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北海道大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活
動の取組方針

北海道大学は、実学重視の理念の普遍的かつ今
日的意義を追求し、普遍的真理や、北海道の特
性を生かした学問の創造を推進するとともに、産
学官の連携協働の拡大を通じて、研究成果を世
界に還元する。

研究推進部産学連携課 011-706-9197 kyodo@research.hokudai.ac.jp

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事
項

〇部局横断型の産学官連携プラットフォーム
〇Society5.0社会に向けて広範囲な研究成果の
社会実装

・産学官連携活動における大学等の得意分野とそ
の具体例（特色ある研究成果（特許等））

〇総合大学として、農学、水産から工学・情報・医学
までの理系・文系を問わない幅広い研究シーズ・知
見の集積 
〇札幌農学校を起源とした一次産業分野の蓄積知
見 
〇大学として所有する広大な実証フィールドの活用

組織的産学官連携活動の取組事例

カダバーラボで医療機器開発が可能な国内唯一の拠点を開設

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail

【背景】
　医師・歯科医師によるご献体を使用した手術手技研修を実施する際に
は、これまで学部学生用の解剖学実習室を使用していたため実施内容
や時期に制約があり、医師の手術手技に関する人材育成や医療機器開
発の要望に迅速に対応できないという課題があった。これに対して、ご
献体を用いた臨床研究が可能な施設（カダバーラボ）の設置が求められ
ていた。
【内容】
2012年「臨床医学の教育及び研究における死体解剖のガイドライン」の
公表後、長年に亘る慎重な準備の結果、2020年に北海道大学病院医療
機器開発推進センターを発足すると共に、ご献体を使用した総合的な臨
床解剖や教育研究を可能とする臨床解剖実習室（CAST-Lab.）を医歯学
総合研究棟に開設した。手術室と同等の設備を有し、手術台や内視鏡
手術装置、放射線透視装置などの各種医療機器を完備するCAST-Lab.
開設により、開腹手術、内視鏡手術、IVR（画像下治療）などの様々な手
術手技研修を通年で実施できるようになると共に、建物内にはCTスキャ
ン、MRIを有し、新たな手術手技の研究や新規の医療機器の開発などの
ご献体を使用した臨床医学研究も実施できるようになっている。なお、医
療機器開発推進センターは、2021年度より北海道大学病院  医療・ヘル
スサイエンス研究開発機構に組み入れられ、総合的な医療機器開発を
行っている。
本拠点は、AMEDの次世代医療機器連携拠点整備等事業の採択を受け
ており、行政や医療機器メーカーとの連携を包括的に進めると共に、文
部科学省の課題解決型高度医療人材養成プログラムとの連携により、
我が国の喫緊課題である献体使用を推進する人材育成を、千葉大学・
京都大学とも連携し集中的に実施している。
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ホームページ
URL：

https://muroran-it.ac.jp/society/ciulg_rc/alliance/

【概要及び目的】
　本学の研究成果の事業化、本学と企業との共同研究を促進するため、企業
の研究開発室として地方創生研究開発センターの部屋（アライアンスラボ）を
有償で貸付する制度を設けた。
　本制度は、アライアンスラボに入居した企業が、キャンパス内に常駐し、研
究室との距離が近くなる事で、ダイレクトに意見交換ができるようになり、共
同研究をより円滑に進めることが出来るようになることを目的としている。
　また、室蘭市が行っているサテライトオフィスモニター事業と連携してアライ
アンスラボの周知に努めている。

【アライアンスラボの利用条件】
　以下のいずれかに該当すること
　　①室工大発ベンチャーの称号を受けた企業
　　②包括連携協定に基づく共同研究契約を締結している企業
　　③共同研究契約を締結している企業のうち学長が認めた企業
【令和２年度入居企業】
　　・株式会社コアラボ（室工大発ベンチャー企業）
　　・精電舎電子工業株式会社（共同研究実施企業）
　　・インターステラテクノロジズ株式会社（共同研究実施企業）
【今後の展開】
　更なる共同研究活動の活性化、企業のリクルーティング及び北海道への本
社移転、支店、営業所の新設等、企業誘致につながることを期待している。

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

・企業との「組織」対「組織」による連携

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

建築、土木、化学、機械、航空宇宙、材料、電気、情報
などの理工学全般。また、IoT、AI、ロボットなどの最先
端技術分野

組織的産学官連携活動の取組事例

アライアンスラボの設置

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail室蘭工業大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

　産学官連携により本学の研究成果を積極的に技術
移転し、これを社会へ還元する。これにより、本学の
教育研究の社会的付加価値を向上させる。また、産
学官連携によって生ずる環境を活用して実践的な教
育を推進し、社会の発展に貢献できる人材を育成す
る。

研究協力課 0143-46-5022 renkei@mmm.muroran-it.ac.jp

地域創生研究開発セン 入居企
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小樽商科大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

全国唯一の国立商科系の単科大学として，自由な学風を尊び，
優れた教育と研究並びにそれらの成果を活用した社会貢献を使
命とし，地域社会および国際社会の付託に幅広く応える「知の創
造」に努め，人類社会の福祉と発展に寄与する。産学官連携は，
大学の知の成果を社会へ還元する重要な活動であり，本学は高
い透明性と公平性をもって積極的に取り組む。

学術情報課研究支援係 0134-27-5234 lib-kenkyu@office.otaru-uc.ac.jp

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

北海道の産業競争力を強化するため、産学官の連携や、北海道
内の理工系大学との大学間連携事業を推進する。また、地域の
産業界や他大学、行政機関とより緊密な連携活動を行うための
人的ネットワークとしてビジネス開発プラットフォームの形成に取
り組み、これらを活かした地域経済の活性化や地域人材の育成
を進める。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

企業や起業志望者等に対し、本学ビジネススクール出身者を中心と
する提携コンサルタントと連携したビジネスサポートを実施している
ほか、地域と連携した人材育成・研究、理工系大学との文理融合型
共同研究、食・医療・観光の各分野における専門人材育成を行って
いる。

組織的産学官連携活動の取組事例

稚内空港を起点とする宗谷地域の観光振興に関する共同研究

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail

【事業の背景】
道北観光の拠点となる稚内空港を中心とした地域における新たな観光需要や広域
的な観光流動を創出するため、小樽商科大学がプロジェクトを構想し北海道エア
ポート社との共同研究を開始した。また、包括連携協定している北海道や地域の金
融機関である稚内信金、研究フィールドとなる各自治体からの協力を得て共同研究
を展開。

【事業の狙い】
①観光資源の磨き上げとデジタルマーケティングによるトップ・オブ・マインドの形成
②共同研究終了後も、関係者が自律的に観光振興策を実施できるネットワークづく
り

【事業の取組内容】
①現地ヒアリング等による観光振興ニーズ・課題の把握
②モニターツアー実施による課題抽出
➂ＳＮＳ活用によるマーケティング方策の開発
④フォトコンテスト等イベントの実施
→実践的な施策を実施する一方で、中長期的な発展のためのプラットフォームを形
成

【令和２年度に実施した取組内容】
令和２年度は、１２月に道北地域の人材育成の促進を目的とした宗谷地区観光勉強
会を開催した。３月には豊富温泉への女性向けモニターツアーを実施し、豊富温泉
及び周辺地区での観光資源、インフラについて参加者からの意見を聞き、課題を抽
出し解決策の検討を行った。
このように道北観光の実態を調査し、観光コンテンツの魅力を高め課題となっている
通年での来訪需要向上を目指す取組を行った。さらに３月には、デジタルマーケティ
ング関連の充実を図るため、北見工業大学を共同研究に加え体制を強化した。

プロジェクトマネジメント

観光・マーケティング

北 海 道 庁

（宗谷総合振興局）

宗谷地域の観光活性化に向けた3者間の共同研究

2022/4経営統合予定

小樽商大、北見工大、北海道エアポート社による文理融合共同研究の実施

稚内信用金庫
宗谷管内

10市町村

各市町村

観光協会

小樽商科大学

北見工業大学 宗谷総合振興

局

デジタルマーケティング

気象現象（蜃気楼）の予測

地 元 関 係 機 関 に よ る 研 究 へ の 連 携・協 力

 小樽商科大学、北見工業大学、北海道

エアポートによる三者共同研究

 地元自治体、金融機関との連携・協力

 地理的に離れた現地の自治体、観光

協会等と情報交換を密にし（コロナ禍に

おいてオンラインも活用）、現地のニー

ズをきめ細かく把握

北海道との

包括連携協定

北海道エアポート
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新たな取り組みとして、企業との産学連携の活性化を目的に、大学敷地内へ
の企業集積を推進しています。

　企業集積プロジェクトは、大学の運営をより効率的・効果的に実施するた
め、「組織」対「組織」の対話による戦略的かつ新たな産学連携を推進するこ
とを目標に立ち上げられ、「産学官連携による共同研究強化のためのガイド
ライン（平成28年）」より、大学に期待される以下の機能強化を図っています。

　①資金の好循環　：　多様な財源の確保による教育研究への戦略的投資
　②知の好循環　　 ：　企業ニーズによる共同研究の実施と知的財産の有効
 　　　　　　　　　　　　　　活用
　③人材の好循環  ：　実務家教員の配置による実学教育・研究の推進
　
　第1弾として、令和2年に上川大雪酒造株式会社と連携して、大学構内に酒
蔵「碧雲蔵」を設置しました。杜氏による講義や酒蔵の見学、実習の受け入
れを実施するとともに、現場での清酒醸造や発酵に関する実学を重視した教
育・研究を行っています。

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

商農工の分野融合型研究による持続可能な社会の
実現、「組織」対「組織」による連携、地域のステーク
ホルダーとの関係構築、知的財産の有効活用

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

日本の食料基地である北海道十勝地域において、
「Farm to Table」の幅広い領域で獣医・農畜産に関する
教育研究活動を行っている。

組織的産学官連携活動の取組事例

大学への企業集積による教育研究の活性化～第1弾：酒蔵の設置～

本件連絡先

機関名 部署名帯広畜産大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

教育・研究成果を地域及び国際社会に還元するた
め、産学官連携活動により「知」の創造サイクルを充
実させ、「知的財産の創出及び社会還元」と「地域及
び国際社会の産業振興に貢献する人材育成」を目
標としている。

産学連携センター
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北見工業大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活
動の取組方針

本学は、大学の使命である教育、研究および社
会貢献に取り組み社会の発展に寄与します。ま
た、産学官連携が社会との相互作用の原点であ
ることを強く認識し、地域における知の拠点として
の役割を果たします。

研究協力課 0157-26-9153 kenkyu04@desk.kitami-it.ac.jp

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事
項

・産業振興に向けたさらなる地域との連携
・地域との連携による人材の育成と定着

・産学官連携活動における大学等の得意分野とそ
の具体例（特色ある研究成果（特許等））

・環境・第一次産業や寒冷地関連の工学
・地域の自治体・公組織との連携

組織的産学官連携活動の取組事例

包括連携協定と研究用ICT環境を活用した災害に強い地域づくりへの貢献

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail

【本取り組みの動機】
　２０１６年北海道豪雨災害，２０１８年北海道胆振東部地震など，昨今，
北海道ではかつて経験したことが無い規模での災害が発生しています．
今後は気候変動に伴う降雨量の増加，北海道周辺での地震発生確率の
増大など，日本の食糧庫である北海道への自然災害の脅威が差し迫っ
ています．

【本取り組みの目的】
　本取り組みでは，北見工業大学内の防災研究のリソースを一元化した
「地域と歩む防災研究センター」を設立し，積雪寒冷環境地域における防
災力向上に貢献するための教育・研究成果の社会還元を地域とともに
行うことが目的です．

【本取り組みでの特徴や注意点】
　本センターでは研究成果の地域への確実な社会還元が念頭にあるた
め，積極的な連携協定の締結と共同研究の実施を行っています．

【令和２年度の実施内容】
 ・ ５Gを活用した防災技術における大規模実証実験の地域防災担当
者，
   記者説明会
 ・ 災害復旧用特殊機械の研究開発に関する５者連携協定を締結
 ・ 札幌市建設局と防災・減災に関する包括連携協定を締結

【2018年胆振東部地震からの復旧・復興に関する地域との連携協定】

【研究用５G環境にあるオホーツク地域創生研究パークでの大規模実証実験】
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北見工業大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

本学は、大学の使命である教育、研究および社会貢
献に取り組み社会の発展に寄与します。また、産学
官連携が社会との相互作用の原点であることを強く
認識し、地域における知の拠点としての役割を果た
します。

研究協力課 0157-26-9152 kenkyu03@desk.kitami-it.ac.jp

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

・産業振興に向けたさらなる地域との連携
・地域との連携による人材の育成と定着

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

・環境・第一次産業や寒冷地関連の工学
・地域の自治体・公組織との連携

組織的産学官連携活動の取組事例

北海道オホーツク地域第一次産業に対する工学的支援

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail

本学が位置する北海道オホーツク地域は、全道一の水揚げ高と森林蓄積、
全道２位の農業生産高を誇る第一次産業地域である。しかし、労働力不足
が深刻な問題となっており、この広大な地域の多様性を克服する技術変革
が強く求められている。
本学では、オホーツク農林水産工学連携研究推進センター設置（H30年度）
以降、地域の農業協同組合、森林組合、漁業協同組合などへの訪問調査に
よる課題発掘を継続的に進め、本学が持つ高度なバイオ食品技術、自動
化・ロボット化技術、ICT技術、エネルギー技術などを、地域第一次産業に展
開している。常呂町産業振興公社との共同研究では、ホタテ貝殻粉末を用い
た粒状酸土矯正剤の新工場が建ち（R2.3.26 竣工式）、R2年度は工場立ち上
げの技術指導を実施した。この他、てん菜の苗植え作業の自動化など、地域
ニーズに基づく共同研究を数多く展開し、株式会社北見ハッカ通商（ハッカの
生産技術・高品質化）や環境大善株式会社（畜産廃棄物の活用技術）とは、
それぞれ共同研究講座を設立した。
また、株式会社NTTドコモと本学との5Gを活用した防災・一次産業分野にお
ける研究力強化に関する連携協定に基づき、AI画像処理を駆使したトラク
ター自動走行の研究を実施した。さらに、津別町農業協同組合等を加え、
ICT技術を用いた中山間地におけるスマート農業の実証を推進している。

オホーツク農林水産工学連携研究推進センターの概略
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札幌医科大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

本学の建学の精神｢地域医療への貢献｣に基づき、
大学法人の中期目標として｢最新の研究・医療に関
する情報の地域社会への提供、より一層の産学官
連携等を進め、研究成果の社会還元に努める｣と規
定している。

事務局研究支援課 011－611－2111 chizai@sapmed.ac.jp

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

展示会への参加や研究内容のプレゼンを実施する
機会を得て、企業との意見交換等の交流を図り、共
同研究や技術移転先の早期確保に取り組む。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

医薬・医療分野での開発は国際展開が必要とされてお
り、本学でも研究成果を医薬品開発等に役立てるた
め、積極的に外国出願を行っている。癌や再生医療に
関する分野の特許が多く、再生医療については、企業
との連携により実用化に近づいている。

組織的産学官連携活動の取組事例

骨髄間葉系幹細胞を用いた再生医療（脊髄損傷）の実用化に向けた取組

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail

・本学医学部附属フロンティア医学研究所神経再生医療学部門　本望　修教
授を中心とする研究チームの研究成果｢骨髄間葉系幹細胞を用いた再生医
療(脊髄損傷)｣の実用化を目的とする。
・平成19年度より、文部科学省(平成27年度からは国立研究開発法人日本医
療研究開発機構)の橋渡し研究支援事業の支援を受けて、北海道臨床開発
機構(本学・北海道大学・旭川医科大学で構成)が、拠点として研究のサポー
トを行った。
・本学とニプロ株式会社は、共同研究契約及び特許ライセンス契約を締結
し、共同で研究を進めてきた。
・平成26年1月、骨髄間葉系幹細胞を用いた再生医療(脊髄損傷)の医師主
導治験を開始し、平成28年度中に、医師主導治験を終了した。
・平成28年2月、厚生労働省先駆け審査指定制度における再生医療等製品
の指定品目として指定された。
・平成30年6月、厚生労働省に再生医療品等製品として、製造販売承認申請
を行った。
・平成30年12月28日、厚生労働省から｢条件及び期限付き承認｣を取得した。
・平成31年2月26日、薬価基準に収載された。
・令和元年5月から本学附属病院にて患者受入を開始し、当該再生医療等
製品の製造販売後承認条件評価を実施中。
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概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

「地域連携センター」では、産学官連携コーディネーターを配置
し、行政をはじめとする地域からの様々な相談を受け入れてい
ます。また、同センターにおいて、地域の経済団体、教育機関、
行政機関、NPO法人などをメンバーとする連携ネットワークを構
築し、本学だけでは解決できない課題にも取り組んでいきます。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

教育面では、「理工学部」として、理学と工学を横断的に融合した学びを実
践し、世の中の多様なニーズにしっかりと応えていける人材の育成に取り組
んでいます。また、研究面では、持続可能な社会の実現を目指して、新しい
材料の合成や生体の分析、医療への応用、さらには次世代のものづくりに
対応するシステム開発やサービス工学などに関する受託研究・共同研究を
行っています。

組織的産学官連携活動の取組事例

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail公立千歳科学技術大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

「地域の知の拠点としての事業」「産業振興事業」
「教育機関との連携事業」「地域での学生の活動」を
主軸に、地域のステークホルダーと協力し、広く活動
を展開していきます。

地域連携センター 0123-27-6044 renkei@photon.chitose.ac.jp
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弘前大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

第三期中期計画として、「持続的な研究開発及びイノ
ベーションを創出・促進する人材の育成・確保のた
め、産金学官による戦略別・分野別クラスターを組成
するなど、学外とのオープンな連携体制を強化す
る。」としている。

研究・イノベーション推進機構 0172-39-3911 sangaku@hirosaki-u.ac.jp

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

オープンイノベーションプラットフォームで生み出され
る知的財産権やデータ使用料で得た収入を基にした
持続的・自立的なプラットフォーム体制を構築する。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

青森県弘前市で毎年行われている「岩木健康増進プロ
ジェクト」で収取した膨大な医療・健康ビッグデータから
生み出される成果の社会実装に向けた「産学官民結集
型オープンイノベーションプラットフォーム」が形成され
ている。

組織的産学官連携活動の取組事例

「共同研究講座」制度を活用したオープンイノベーション活動

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail

　平成17年から始まった「岩木健康増進プロジェクト」で毎年医療・健康データ
を収集しており、現時点では膨大な医療・健康ビッグデータ（参加住民1,000人
×検査項目2,000×15年）が蓄積されている。また、平成25年度から文部科学
省の革新的イノベーション創出プログラム(以下COI)に採択されたことに伴
い、この膨大な医療・健康ビッグデータの存在が広く知られることとなり、現在
では50機関以上がビッグデータの利用と応用開発を目的に弘前大学COI拠
点に参画している。
　各参画企業は、ビッグデータから生まれる成果をもとに、自社のもつ強み
（顧客・技術力・販売力）を生かした製品開発を進め、早期の市場導入を目指
している。このような製品開発の流れでは、企業と大学との活発な情報共有
や研究方針の議論が重要であり、それによって開発スピードが加速される。
この時にオープンイノベーション体制が重要となってくる。
　この体制整備のために、企業と大学が活発に議論し、早期に研究成果を出
し、製品化と社会実装を実現するための最適な制度として、平成28年度から
は「共同研究講座制度」を新設した。この制度は、企業等から人件費や共同
研究費などの講座運営資金を提供していただきながら大学内に設置する研
究組織であることに大きな特徴がある。従来の共同研究や寄付講座とは違
い、安定した研究基盤が構築され、斬新な研究展開と技術開発の促進が期
待されている。令和2年度は共同研究講座が15となり、前年度から2講座増
え、さらに数社が講座設置の意向を示している。

受賞歴：「第1回日本オープンイノベーション大賞　内閣総理大臣賞」
　　　　　「第7回プラチナ大賞　大賞・総務大臣賞」
           「イノベーションアワード2020　文部科学大臣賞」
　　　　　「第1回アジア健康寿命イノベーション賞　国内優秀事例賞」

体制図等

・企業研究員が大学に常駐し、強固な連携基盤を構築、迅速な社会実装

・令和 年度 社あたりの投資額 万円～ 万円（平均 約 万円× 年

間）

- 9 -

mailto:sangaku@hirosaki-u.ac.jp


　「ものづくり技術研究センター」は、これまで岩手大学が蓄積してきた金型技
術、鋳造技術及び複合デバイス技術等の実績を基に、農学分野、社会科学
分野を含めた全学体制で、地域の課題解決や地域経済の振興等を目指し、
地域企業や地方公共団体と組織的な産学連携活動に積極的に取組んでい
ます。
　本センターの目的は、ものづくり技術に関する研究のさらなる発展とその成
果を地域産業等に提供し、新産業の創出及び高度専門技術者の育成を通じ
て岩手の基幹的産業である「ものづくり」を高度化することにあります。
　上記目的を達成するため、ものづくり技術研究センターは「生産技術研究部
門」、「金型技術研究部門」及び「鋳造技術研究部門」の３つの研究部門と、
それに付随する３つのサテライトで構成されています（体制図のとおり）。
　また、本センターを中心に、地域や企業、学内（学生等）向けに社会実装を
促進するため、「金型、鋳造、複合デバイス技術分野」において、地域企業の
欲する高付加価値を付与する研究開発から、それを可能にする生産技術（材
料、設計、加工、成型、評価、コスト計算）、経営（MOT）までを一貫して理解
できる高度技術者を育成することを目的とした「21世紀型ものづくり人材岩手
マイスター育成事業」を地域と連携して実施しています。本プログラムでは、
長期・短期講習を開講し、履修後に認定試験を行った上でマイスターの認定
を行っており、これまで30名の認定者を輩出しています。
　本センターは、これまでの取組が評価され、令和２年度に経済産業省「J-
innovation HUB　地域オープンイノベーション拠点選抜制度」（地域貢献型）に
選定されました。

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

・地域企業との共同研究数・金額の増加。
・オープンイノベーション拠点である「銀河オープンラ
ボ」のプロジェクトを中心に、大型プロジェクトの創出
と支援を行う。
・地域の水産業をはじめ、1次産業との連携を更に進
める。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

数々の実績のあるINS等産学官金ネットワークを基盤
に、特徴的な研究シーズを活かした産学官連携を実施
・次世代アグリイノベーション
・パルスパワーによる植物等の革新的機能性制御技術
・分子接合技術によるエレクトロニクス実装技術　　　等

組織的産学官連携活動の取組事例

地域ものづくり拠点　「ものづくり技術研究センター」の設置

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail岩手大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

地域社会に開かれた大学として、その教育研究の成
果をもとに地域社会の文化の向上と国際社会の発
展に貢献することを目指す。このため、地域社会との
連携による新たな研究分野の創出を進める。

研究支援・産学連携センター 019-621-6294 chiren@iwate-u.ac.jp
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概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

　本学の地域連携棟に隣接する「滝沢市ＩＰＵイノ
ベーションセンター・パーク」入居・立地企業をはじめ
とする岩手県内企業等との連携を一層強化し、地域
ニーズに対応した実践的な共同研究を推進してい
く。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

　ソフトウェア技術や看護・福祉など全学の研究シーズ
と地域のものづくり企業等の技術との融合など、イノ
ベーション・新産業創出に向けた研究。「地域の公共交
通手段のサステナブル化」（安価な乗降データ収集・
キャッシュレス決済システム）など。

組織的産学官連携活動の取組事例

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail岩手県立大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

　「学際的領域を重視した特色ある教育・研究を行う
大学」「実学・実践重視の教育・研究を行う大学」とし
て、産業界や各自治体等と連携し、国際的な視野か
ら地域課題の解決を目指した研究協力を推進する。

研究・地域連携室 019-694-3330 re-coop@ml.iwate-pu.ac.jp
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組織的産学官連携活動における取組方針等

産学連携部産学連携課 022-795-5282 sanren@grp.tohoku.ac.jp機関名 部署名 TEL E-mail東北大学

本件連絡先

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

研究活動により新たな価値を創造し、その価値を社
会実装することで、様々な社会課題の解決に貢献し
ていきたい

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

「材料科学」および「スピントロニクス」の世界トップレベ
ル研究拠点が整備され、着実な研究成果や産学連携
成果を挙げている。生命科学分野においては「未来型
医療」や文理融合型の「災害科学」の重点的な強化に
より特色のある成果を挙げている

組織的産学官連携活動の取組事例

未来価値を創造し社会の変革を推進する「共創研究所」制度の創設

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

1907年の創立以来「研究第一主義」の伝統、「門戸
開放」の理念、「実学尊重」の精神のもと、多くの優
れた人材を輩出し、産業界と密接に連携して多くの
研究成果を挙げ、「社会と共にある大学」として、社
会変革とイノベーションを力強くけん引していく

◯東北大学では、企業と大学双方が組織横断的な体制を組んだ上で、幅広
い連携活動を展開する「組織的連携モデル」を推進しています。これにより、
共創価値の最大化とその持続的な成長を目指しています。また、組織的連
携モデルにおいては活動状況を定期的にモニタリングし、状況変化に柔軟
に対応するなど、活動内容の最適化を図っていくこととしています。

◯2021年4月1日、「共創研究所」制度を創設しました。「共創研究所」は、組
織的連携モデルの活動拠点を設置するための制度であり、これにより活動
の目的や両者の役割を一層明確にした共創活動に、柔軟かつ持続的に取り
組むことが可能となります。
◯共創研究所でできること：
・学内に、企業様が主体的に活動できる、連携・交流拠点を設置
・全部局とのコミュニケーション・共同研究が可能
・企業の人材育成・インターンシップ等の人材育成活動が可能
・連携テーマの探索、大学発ベンチャーや学生との連携等の活動が可能
・企業独自研究開発の企画や実施が可能
◯共創研究所を起点として、重要な役割を持つ大学と企業が連携し共創活
動を行うことで、大学の知を企業が社会実装可能な形に引き上げていくこと
により、社会課題解決へ貢献したい。
◯実績　2021.10.1現在　
「愛知製鋼×東北大学　次世代電動アクスル用素材・プロセス共創研究
所」、「ブリヂストン×東北大学共創ラボ」

▶共創活動を進める「器」であり「場」としての共創研究所▶共創活動を進める「器」であり「場」としての共創研究所

▶共創研究所において人材育成や共同研究等のプロジェクトを企画し実施する
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【プロジェクト研究所】
・学内のシーズを結集して異分野融合によるイノベーションを図っており、地
域のニーズを取り入れ産学連携による社会実装を推進しています。
・現在21のプロジェクト研究所を設置し、連携パートナーを募集している。
・令和3年2月に、東北工業大学と宮城県産業技術総合センター共同で研究
発表会「合同ＷＥＢテクノフェア」をオンラインで開催しました。
東北工業大学からは、プロジェクト研究所紹介（16件）と個別シーズ紹介（4
件）、宮城県産業技術総合センターからは、研究テーマ（13件）と技術支援事
例（4件）および設備紹介（3件）を行いました。
・「みやぎ地域連携　マッチング・デイ2021」に4人の教員が出展して、研究プ
レゼンテーションを行い、多数の企業と面談を行いました。また、地域連携セ
ンター・研究支援センターが間に入り企業と研究所の実用化を目指した共同
研究に発展することができた。
【学内公募研究】
・令和元年度より、本学の研究推進と研究のブランド化推進のため、本学教
員の提案による研究テーマを公募し、審査委員会にて内容を審査後予算措
置し支援しています。産学連携枠としては、以下の枠を設けています。
・「実用化型」（企業との産学共同研究の準備段階の研究）
・「地域連携型」（自治体・地域団体等との地域連携事業の準備段階の研究）

大学、地域連携センター、研究支援センター　スキーム図
概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

東北SDGs研究実践拠点
1. 気候危機・対策技術研究拠点
2. Society 5.0研究拠点
3.防災・減災技術研究拠点
4.医工学・健康福祉研究拠点
5.地域・地場産業振興研究拠点

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

工学部、建築学部とライフデザイン学部の文理融合の
学部をもち「エンジニアリングデザインの力」と「ライフデ
ザインの力」により、地域社会における新しいものづく
り、ことづくり、まちづくり、ひとづくり等に貢献できるこ
と。

組織的産学官連携活動の取組事例

プロジェクト研究所、学内公募研究

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail東北工業大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

東北工業大学は、「わが国、特に東北地方の産業界
で指導的役割を担う高度の技術者を養成する」を建
学の精神とし、持続可能な社会の発展に寄与する」
という大学の理念を掲げ、学術研究の成果を地域社
会へ還元し、産学連携を推進すること。

研究支援センター 022-305-3800  rs-center@tohtech.ac.jp
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概要
・産学連携にかかる委員会組織「共創研究センター」が、共同研究者（本学教員と学外の団体
の組み合わせ）を募集し採択した。地域の名産物の消費拡大のため、より良い水産物の生産
の一助として研究をすすめることを目的としている。

この取り組みについて
　石巻市は東日本大震災からの復興の一環として「北限のオリーブ」栽培に取り組んでいる。
環境に配慮し、育てたオリーブの実や葉、採油粕、剪定によって発生する枝葉を有価資材化
し、高品質のオリーブ銀鮭の開発を目指している。
　平成３０年度には、陸上養殖ギンザケを用いた成長抗病性試験やギンザケ幼・若魚を用い
た淡水飼育試験等を実施し、有用な結果が得られた（令和3年度も採択されている）。
　令和元年度には、オリーブ資材等を用いて調整・開発した餌については、以下の効果が認
められた。
・摂餌誘因及び成長促進効果
・生体防御活性増強（抗病性向上）効果
・ストレス耐性強化
・肉質改善効果等
・水族動物の飼育・養殖等（広領域）への利活用の促進
このプロジェクト事業を通して開発した餌を用いて飼育・養殖した高品質の水族動物と鮮度向
上・高品質維持技術を融合させることで、今後ますます、宮城県の水産物の高品質化とブラン
ド化を進めたい。

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

１．学外ニーズの調査・研究の実施
２．研究プロジェクトの企画や研究プロジェクトによる調査・研究の実施
３．受託研究及び共同研究の推進 
４．他の研究機関等との協力・連携
５．研究成果の発表・報告
６．研究の管理・研究成果の普及

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

水産分野
本学教員と地元の企業との共同研究で成果を上げて
いる。

組織的産学官連携活動の取組事例

地域特産オリーブを活用したオリーブ銀鮭の開発

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail石巻専修大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

本学の取組方針は、産学官連携活動を推進し、地
域の持続的発展並びに本学の研究活動の強化およ
び学際的教育研究分野の開拓に資することを目的と
し、“共に創る”をキーワードに、地域自治体や企業
と密接な連携を図り、社会の課題解決を目指す。

石巻専修大学開放センター
事務部事務課学務担当（研究支援係） 0225-22-7716 kaiho@isenshu-u.ac.jp

本学では、産学官連携に

ついて「開放センター」「共創

研究センター」を中心に体制

を整えている。
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秋田大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

　第３期中期計画の中で「大学職員と地域企業等と
の連携を促進し，地域企業の研究・開発力向上に寄
与するためにも，学生も参加する産学連携推進によ
る人材育成を行うとともに，社会人のキャリアアップ
やキャリアチェンジを支援する社会人学び直しプログ
ラムを実施する」として全学的に実行している。

産学連携推進機構 018-889-2712 staff@crc.akita-u.ac.jp

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

　高齢化先進県として，スマート社会，地域包括ケア
の確立を目指した産学官医金のオール秋田による体
制整備を行うとともに，医療・福祉・看護・介護に関す
る医理工連携分野において，オープンイノベーション
の構築と推進を目標としている。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

　創設以来の実績がある資源探査，リサイクル技術開
発の実績を踏まえ，地球・資源分野の国際的研究，津
波や雪害に関する地域防災の研究などを推進してい
る。

組織的産学官連携活動の取組事例

医理工連携「夢を語る会」の開催

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail

・本取組を実施することになったきっかけ，要因
　本学にはこれまで，医学系・工学系の研究者の連携による共同研究の取り
組み事例はあるが，あくまで研究者個人のつながりで行われており，組織的
に支援する体制にはなっていなかった。
・本取組の目的（どのような課題解決を目指しているか）
　医療・福祉分野における産業集積に向けて，本学と秋田県の連携協定締結
も踏まえ，本学を医理工連携活動の起点とするために設置した。
・本取組を立案する際に，特に注意した点
　医師等のニーズと技術者のシーズとのマッチングは，医療・福祉分野におけ
る機器・製品開発や生活の質の向上においてブレークスルーになる可能性が
あることから，医学・保健学・工学等を専門とする研究者に看護師などのメ
ディカルスタッフも参加し，自由な発想で意見・アイディア等を述べてもらい，
それを形あるものにできないかを話し合う，学内インフォーマルな会合の場と
することとした。
・令和2年度に実施した内容
　令和2年度は内容のリニューアルを検討し，令和3年3月にリニューアル後の
第1回“夢を語る会”を遠隔にて開催した。リニューアル後は，これまでのニー
ズ，シーズ発表会形式ではなく，テーマ・課題に対応したWGを形成し，複数の
大きなプロジェクトを実行することで，実用化可能なものづくりの実現と外部資
金獲得を目指すこととした。
・今後の展開や目指している成果
　第3期中期計画の中で，地域の課題解決のため高齢化対応のシステムや
福祉医療機器の開発を推進し，医理工連携による大学院教育の他，令和3年
度末までに秋田大学医理工連携ブランドロゴマーク添付商品を累計10品以
上商品化するなど，秋田県版医療のシリコンバレーの形成を目指している。
なお，令和2年度は3件の製品についてブランドロゴマーク添付商品として認
定し，これで累計10品を達成することとなった。引き続き，更なる認定を目指
す。

医理工連携“夢を語る会”の組織体制

事
務
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遠隔医療WG

ﾛｺﾓ・ﾌﾚｲﾙ

予防WG

医療介護者間
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食環境整備WG

理
事
（研
究
・地
方
創
生
・広

報
）

産
学
連
携
推
進
機
構

長

医
理
工
連
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部
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長

医理工連携部門

学
長

2021.3.18オンライン開催の様子

産学連携推進機構
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秋田県立大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

「開かれた大学として、秋田県の持続的発展に貢献」
　先端的な科学の研究及び技術の開発を行うことに
より、地域産業の高度化を通じた秋田県の産業振興
に寄与するとともに、県民に対して高度な教育機会
を提供することにより、本県の持続的発展に大きく貢
献すること。

地域連携・研究推進センター 018-872-1557 stic@akita-pu.ac.jp

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

大きく変化する社会情勢や様々な技術革新に対応
し、大学における教育・研究・地域貢献への期待が
高まっている。「地（知）の拠点」として地方創生の一
翼を担い、地元企業の産業振興、若者地元定着、社
会人教育を推進する。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

本学は工学系、農学系の2学部からなる理系の大学で
ある。これまでの研究成果を基に、直接細胞内に物質
導入可能な研究用理化学機器、低カリウム葉菜の栽培
技術、ダイエット米の開発、秋田杉を用いた直交集成板
などの実用化を果たしている。

組織的産学官連携活動の取組事例

「大潟村民産学官連携農業振興推進協議会」との連携（稲作中心の土地利用型大規模経営モデルからの脱却を
めざす）

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail

１　大潟村について
　大規模農業を本格的に行うモデル農村として、1964年に発足し、既存自治
体の合併や分割を行わず、単独立村を選択した村であり、大潟村は、日本で
2番目の面積の湖沼であった八郎潟を干拓（干拓地として最大）してできた農
村である。
２　協議会設立目的　
　これまで優位性を保ってきた稲作中心の土地利用型大規模経営モデルに
よる営農形態では、持続可能な農業・農村地域「大潟村」を目指していくには
困難が生じる懸念があることから、基幹産業である農業分野において、様々
な営農課題の解決を図り、持続可能な村づくりに資する「協議会」を設置のう
え大潟村農業の振興を図る。（大潟村と秋田県立大学は2008年に連携協力
協定締結）
３　事業項目
①次期大潟村農業振興計画の策定
②畑作等に関する個別調査研究
・複合経営戦略に関する調査研究（水田作経営に適した複合経営モデル提
案）
・畑作栽培技術に関する実証研究（大潟村土壌におけるタマネギ栽培技術の
確立）
・先端技術（ＧＰＳ、ドローン）の汎用利用に関する調査研究（ＧＰＳ、ドローン
の汎用利用偽技術の確立）
　・地産バイオマス（モミガラ）の農業利用研究（モミガラ燃焼灰、燻炭の農業
への有効利用法確立）
・認定農業者制度に係る申請の電子化実証　（農業データ連携基盤との連
携）

大潟村民産学官連携農業振興協議会
構成員（秋田県立大学、秋田県農業試験場、秋田県、大潟村農業委員会、大潟村土地改良区、大潟村農業協

同組合

大潟村 カントリーエレベーター公社、大潟村認定農業者連絡協議会、大潟村農協各作物生産部会、

大潟村）

取組事項 ①大潟村農業の持続的発展と所得向上に関する事項

幹 事 会 次期大潟村農業振興計画策定会議

畑作等に関する個別調査研究委託（推進主体：大学）

・複合経営戦略に関する調査研究

10年後を展望した大潟村の水田作経営に複合経営モデル提

案

・畑作栽培技術に関する実証研究

大潟村土壌におけるタマネギ栽培技術の確立等

・先端技術（ＧＰＳ、ドローン）の汎用利用に関する調査研究

・地産バイオマス（モミガラ）の農業利用研究

モミガラ燃焼灰、燻炭の農業への有効利用法の確立

各分科会（座長：大学）

・飛躍と持続を可能にする農業

高収益作物生産拡大を中心に畑作全般、

田畑輪換、労働力確保等

・水田稲作農業の新たなチャレンジ

水田農業の主食用米、加工米、新規需

要米、６次産業化等

・知識集約化農業の展開

大区画圃場・団地利用を活かす先端農

大潟村と秋田県立大学との連携協力協定（2009年3月締結）
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山形大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

地域創生・次世代形成・多文化共生を大学の使命と
し、地域変革のエンジンとしてキラリと光る存在感の
ある大学を目指す。また地域に根ざし世界をリードす
る大学として、教育研究成果の普及により社会の持
続的な発展に貢献する。

研究部産学・地域連携課 023-628-4844
yu-k-sangaku@jm,kj.yamagata-
u.ac.jp

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

オープンイノベーション推進本部によるワンストップで
オープンイノベーションソリューションを提供する拠点
を整備しており、非競争領域から競争領域までニー
ズファースト型の研究を推進し、国際拠点・中核プ
ラットフォーム構築、事業化人材の招聘によるグロー
バル展開を図っていく。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

・有機材料分野での事業化推進の支援
・ゲノムコホート研究に基づく治療法の開拓等を支援
・ナノメタルスクールを先行事例とした知財の社会還元
推進
・「ソフトマテリアル創製研究拠点」、「「食」の学際的研
究拠点」等の新たな世界的研究拠点の形成

組織的産学官連携活動の取組事例

オープンイノベーション推進本部を中心とした組織的な体制による「一気通貫」した研究成果の社会還元

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail

企業との事業化へ向けた本格的な産学連携を推進する「オープンイノベー
ション推進本部」を平成30年度に組織化し、基礎研究・応用研究から事業化
まで、研究成果を一気通貫で社会へ還元する体制を構築しています。
この体制の特徴としては、研究成果の社会実装や事業化を推進する「有機材
料システム事業創出センター」を設置し、高品質な研究設備とこれらの装置
に精通した人材が、デバイス製造に必要なプロセス技術を提供し、製品レベ
ルのモノづくりができる研究環境を整備している点にあります。その中で社会
実装や事業化を目標とした特徴のある機能性材料の研究開発に取り組んで
います。
さらに、非競争領域においても、産学共創プラットフォーム共同研究推進プロ
グラム（OPERA）事業によるマッチングファンドにより、地域企業を含めた企業
との連携を引き続き強化しており、社会的な各課題の解決に向け、コンソーシ
アムを中心とした研究開発プロジェクトを持続的に継続できる組織的な基盤
づくりを推進しています。
本学におけるこれらの取組は、研究成果の社会への還元のみならず、研究
成果に基づいた教育を学生に還元することにより、学生にも魅力のある環境
の整備に繋がっています。
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本学の研究シーズと県内外産業ニーズのマッチングを推進している。地域や
国内外の企業や研究機関等と連携を図ることで新製品開発、新産業創出に
つなげ、地域経済活性化へ積極的に取り組む。

○産学官連携セミナー
　医療産業の話題を本学から提供。
　講師を囲み、企業と本学教員等の交流会を開催。

○病院見学会
　医療関連産業への記号参入を促進するため、医療の現場見学を実施。
　医療現場ニーズと企業技術のマッチングを図る。

○各種展示会出展
　本学の研究成果を発信。
　企業関係者と意見交換を行い、マッチングの可能性を模索する。

○企業等研修員の受け入れ
　企業の研究開発者を研修員として一定期間受け入れ、研修を実施。
　医療現場体験により、共同研究の可能性、新たな研究開発へつなげる。

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

・製薬・医療機器メーカー、地域ものづくり産業と研
究
　シーズ（ニーズ）の橋渡し
・展示会、セミナーや交流会でのPR活動、マッチング

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

医療機器分野
・Tiハニカムメンブレン（非吸収性骨再生用材料）
・ボニーテンドンピッカー（人工股関節置換術手術器
具）

組織的産学官連携活動の取組事例

産学官連携推進事業

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

医療界と産業界の連携を進め、新製品開発や新産
業の創出、雇用創出など、活力ある地域づくりに貢
献する。

医療研究推進課 024-547-1790 liaison@fmu.ac.jp福島県立医科大学
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会津大学は「人類の平和と繁栄に貢献する発明と
発見の探求」を建学の精神としたコンピュータ理工
学に特化した県立大学である。産学連携活動にお
いてもこの特徴を活かし、ICT（情報通信技術）によ
る産業振興、人材育成、地域貢献を推進している。
また東日本大震災後は、従来の産学連携活動に加
えて、ICTを活用した新規産業や雇用創出のさらな
る加速化も目指している。

産学イノベーションセンター
復興支援センター

0242-37-2776
0242-37-2533

ubic-adm@u-aizu.jp
revitalization-adm@u-aizu.ac.jp

TEL E-mail会津大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

会津大学では、会津大学産学イノペーションセンター（UBIC） と会津大学復興支
援センター（ARC) を有機的に結び付け、企業のニーズベースで行うAOI会議
（Aizu Open Innovation 会議）を実施している。

ニーズ明確化を通じたソフトウェアの開発・テスト・本番運用を一気通貫で行う体
制を構築しており、AOI会議を起点に数多くの産学連携を進めているほか、ロ
ボットや宇宙などの革新的なプロジェクトも創出している。

◆会津大学産学イノベーションセンター（UBIC：University Business Innovation 
Center）
産学連携・大学知財活用の拠点として1995年に設立。研究開発室やブース型
オフィスを備え、所属教員がコーディネイト活動を行っている。

◆会津大学復興支援センター（ARC：The University of Aizu Revitalization 
Center）
東日本大震災後の2013年に設立。2015年に整備された復興をICTの面から支
える先端ICTラボ（LICTiA）を拠点として、「先端ICT研究事業の推進」、「イノベー
ションを生み出す場の提供」、「ICT人材の育成と集積」の3つを柱に活動してい
る。

上記の産学連携拠点では、研究と産業ニーズの意見交換を行う場として、「会
津オープンイノベーション会議（AOI会議）」を実施。本会議では、大学の研究
シーズを主体に「１対１」の関係で進められる従来型の産学連携とは異なる、
「多対多」の新しい産学連携体制を構築。ニーズの段階から多様な議論やアイ
デアを活性化させ、革新的な技術やビジネスモデル、あるいは新たなニーズを
創出するための共創の場となっており、年間を通して多種多様な会議が開催さ
れている。

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

イノベーション創出のための特徴的な取組みとして
の「会津オープンイノベーション会議（AOI会議）」は
2013年の開始時点から最近に至るまで順調に進展
してきた。一方、本学では研究面においても、応用
分野を強く意識した「研究クラスタ」の仕組みを有し
ており、今後は「研究クラスタ」で生み出されたシー
ズと、AOI会議で抽出されたニーズを掛け合わせる
ことで、産学連携のさらなる活性化を図っていく。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその
具体例（特色ある研究成果（特許等））

活動の３つの柱として、(1) 「先端ICT研究事業の推進」
では「ロボット研究開発事業」や「AIセンターによる現場
の課題解決」、(2) 「イノベーションを生み出す場の提
供」では後述の「会津オープンイノベーション会議（AOI
会議）」を通じた多様なステークホルダによる革新的プ
ロジェクトの創出、(3) 「ICT人材の育成と集積」では「セ
キュリティ人材育成講座」や「女性プログラマ育成塾」
により地元定着型のICT人材の輩出を推進している。

組織的産学官連携活動の取組事例

会津オープンイノベーション会議（Aizu Open Innovation：AOI会議）の取組み

本件連絡先

機関名 部署名

創出するための共創の場となっており、年間を通して多種多様な会議が開催さ

AOI会議とそのタイプ
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茨城大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

「知的財産を活用した社会貢献」を知的財産活動の
基本理念とし、学術研究活動の成果である知的財
産の創出と活用をとおして社会の持続的な発展に貢
献することにより、学術研究活動の更なる活性化を
図る。

研究・社会連携部　産学連携課 0294-38-5005 sangaku@ml.ibaraki.ac.jp

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

・県内に研究・製造の拠点のある企業との連携強化
・県内の大学及び国研等との連携プロジェクトの推
進
・県内企業や自治体と連携したカーボンニュートラル
の達成

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

・無線・通信・画像処理分野
・ものづくりが関連する金属加工分野
・中性子線を用いた材料評価分野

組織的産学官連携活動の取組事例

日立Astemo株式会社・茨城大学包括提携

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail

自動運転関連技術をはじめとした共同研究や学術交流、人的交流やグロー
バル規模でのインターンシップの受け入れ、人材育成などを推進していくこと
で、次世代ビークルに向けた新技術の創出や産業競争力の向上による茨城
県の地域創生にも貢献することを主眼とし、県内に拠点を有する企業との連
携強化の一環として包括提携が結ばれた。この協定を通じてさらに連携を拡
大し、自動運転関連技術における応用技術などにおよぶ広範囲な共同研究
を行うことを目的としている。一例として、自動運転の主要技術となる周辺認
識技術において、ミリ波レーダーやカメラなどの車載用センサーに関する共
同研究が実施されている。それと同時に、学内の重点研究として「次世代モ
ビリティ基盤技術研究プロジェクト」を立ち上げている。

　この取組では、インターンの受入事業所を海外に展開することで、グローバ
ルに活躍できる人材の育成を両者で進めるほか、大学における講座の共同
開講や講師派遣、社会人博士課程学生の受け入れの加速化なども進めて
いくことを特徴とする。本取組の立案時には、産学のスピード感の違いに配
慮しつつ連携連絡会にて該年度の実施計画を調整している。令和元年度に
は、１１件の共同研究、及び、インターン（海外：1カ国、国内：茨城県内事業
所）が実施され、連絡協議会が開催された。今後、産官学連携強化により茨
城県を拠点とした次世代モビリティ社会を実現していくことを目指すものであ
る。

http://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2016/08/0831.pdf
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【目的・体制】筑波大学独自の「大学発ベンチャー創出支援プログラム」と
「SCORE大学推進型」による支援活動を融合させた起業活動支援プログラム
を確立することで、教育から起業までを一気通貫で支援する「スタートアップ
支援プラットフォーム」の構築を目指す。令和2年度にSCORE大学推進型に
採択され、国際産学連携本部が中心となり、外部協力機関とともに推進委員
会と9つの分科会を設置体系化し起業活動支援プログラムを推進している
（図１）。

【起業活動支援プログラム】5年間で30件の支援を目指す。知財戦略からビジ
ネスプランの仕上げまで、外部協力機関からのプロフェッショナルメンターお
よび学内メンター、知財メンターによるハンズオン支援を中心に実施。SCORE
事業による支援終了後もポストメンタリングとして他制度（JSTの START事
業、1stRound等）への展開、起業機会の創出等を支援する。

【令和2年度の活動成果】学内で課題を公募。11件応募があり、学内外委員
による選考・評価を行い6件を採択し支援を実施。うち2件がR3年４月にベン
チャーの起業を果たした。

【持続的な起業活動支援】SCORE事業終了後の持続的な起業活動支援に向
け、学内メンターを含む内部組織の支援体制強化、外部組織との連携継続・
強化、インキュベーション施設の拡大、網羅的な知財創生の支援、ベン
チャーからの寄付金・新株予約券等受け入れ増大による運営資金・GAPファ
ンド確保に取り組む。

・参考URL：https://www.sanrenhonbu.tsukuba.ac.jp/score/

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

(1)ベンチャー創業、成長、国際化の支援の強化とベ
ンチャーからの資金、人財を大学に循環するベン
チャーエコシステムの形成
(2)組織対組織の連携、オープンイノベーションによる
大型共同研究の拡大

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

(1)系（研究領域）の垣根がない学際性を活かした産学
官融合拠点（11の開発研究センター）
(2)アントレプレナー教育からスタートアップ起業までの
一貫したベンチャー創出支援プログラム

組織的産学官連携活動の取組事例

JST社会還元加速プログラム（SCORE）大学推進型　筑波大学プログラム

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail筑波大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

大学経営に資する産学官連携の強化

産学連携部産学連携企画課 029-859-1487 score-sanren@un.tsukuba.ac.jp

図1 筑波大学SCORE事業の推進体制

- 21 -



地域創生推進機構は、イノベーション支援センター、社会共創促進センター、
宇大アカデミーの３部門で、地域・産学官連携をトータルサポート。

○イノベーション支援センター
産学官金連携を基盤に地域イノベーションを支援・創出
【イノベーション部門】
大学のシーズを生かし産業界のニーズに応える産学官金連携を達成するた
めのイノベーション創出を目指した事業を実施。
【知財部門】
知的財産の保護、活用等による研究者の研究活動の活性化。

○社会共創促進センター
地域企業との連携による共創的実践活動。
【産学連携部門】
地域と大学を結ぶハブ機能と共創機能を強化し、外部機関との共同研究・受
託研究の活性化。
【URA室】
研究活動の企画・マネジメント、研究成果の活用促進を行うことにより、研究
者の研究活動の活性化や研究開発マネジメントを強化。

○宇大アカデミー
企業人を対象とした社会人の学びを支援。

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

○地域企業や団体・機関と包括的に連携する産学官金連携お
よび県をまたぐ広域的な産学官連携。
○分野を横断する融合的な産業創出と地域への還元。
○地域産業活性の資するベンチャー企業の創生ならびに育成。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

○国際的ネットワークを有し、世界的な拠点ともなっている光工学
分野
○農工融合によるスマート農業用ロボティクス分野
○レーザー制御技術、自走、マニュピュレータ技術

組織的産学官連携活動の取組事例

地域創生推進機構の設置

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail宇都宮大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

研究シーズを産業に結び付けるための競争的資金獲得の支援、地域企
業ニーズを本学教員と結び付け共同研究に繋げる支援も行います。産
学連携の基盤となる知的財産の管理と出願を支援します。本学が地域
産業に貢献するために、産学官金連携の前段階となる交流を支援しま
す。加えて、教員の研究活動、共同研究を研究設備と研究開発スペース
の提供により支援します。

研究協力・産学連携課 028-649-8170
kenkikaku@miya.jm.utsunomiya-
u.ac.jp
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概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

芸術文化関係、デザイン関係、まちづくり・地域貢献
関係

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

芸術文関係、デザイン関係、まちづくり・地域貢献関係

組織的産学官連携活動の取組事例

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail文星芸術大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

地域社会の芸術文化との連携

文星・芸術文化地域連携センター 028-625-6888 toda@art.bunsei.ac.jp
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平成29年12月、「食と健康」に関わる研究の推進及び専門人材の育成によ
り、大学の教育研究及び社会貢献活動等の向上に資するとともに、地方公
共団体及び地域産業界等と連携して、地域産業の振興及び社会における健
康増進に寄与することを目的として、食健康科学教育研究センター（以下「セ
ンター」という。）を設置した。
　群馬県は農業が盛んで大消費地の首都圏と近接し、食品産業が県内の工
業出荷額の2番目に位置しているなど、食品産業は地域にとって重要産業分
野の一つとなっている。また、近年の食品業界のニーズは「安心・安全・美味
しい」に留まらず、国民の食に対する健康志向の年々の増加を受けて「健
康・美容」などの展開が図られており、食の機能性のエビデンスベースでの
評価等による高付加価値化への取組は益々期待されている。
　このような地域・社会の動向を背景として、センターでは、地方自治体及び
産業界等と連携しながら、こんにゃくなどの群馬県の伝統的な食品をはじめ
として県内で生産される農作物（残渣）の高度化、県内農作物を用いたエビ
デンスベースの高機能食品の開発など食を通した産業の振興及び食を通し
た健康寿命伸長等を目指して、「農」の要素も取り込みながら、シーズ開発、
共同研究を推進するとともに、これらに資する人材育成に取り組む。
　令和２年度，これまでのセンターを中心とした「食と健康」に関する学内資
源を集約した活動を通じ，NEDOのムーンショット型研究開発事業：生分解開
始スイッチ機能を有する海洋分解性プラスチックの研究開発が採択された。
今後もセンターのこうした活動を継続し，食と健康に関連する幅広い研究分
野に対して，共同研究活動から得られた知見をベースに実証実験，社会実
証実験を経て，社会に必要な技術を提供する体制を整える。

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

令和２年度，NEDOのムーンショット型研究開発事業：生分解開
始スイッチ機能を有する海洋分解性プラスチックの研究開発が
採択された。今後も，食と健康に関連する幅広い研究分野に対
して，共同研究活動から得られた知見をベースに実証実験，社
会実証実験を経て，社会に必要な技術を提供する体制を整え
る。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

①健康科学　②食品開発　③食品機能解析
④食マネジメント　⑤環境調和型食品パッケージ開発

組織的産学官連携活動の取組事例

「食と健康」に関する学内資源集約による組織対組織の連携推進プロジェクト

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail群馬大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

地域の知の拠点として学内外の関係機関と連携した
活動を通じて、地域の文化及び伝統を育み、豊かな
地域社会を創造する活動を行うとともに、知の地域
社会への還元を推進し、産業の発展に貢献する。

研究推進部産学連携推進課 027-220-7545 a-sangaku@jimu.gunma-u.ac.jp
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高崎商科大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

高等教育機関の使命でもある社会貢献を果たし、地
域における課題解決や連携事業など、地域社会の
発展に貢献するための取組を推進していく。

教学課 027-347-3399 kyoumu@uv.tuc.ac.jp

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

特段、経営、マーケティング、会計に関連した連携活
動を推進したい。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

経営、マーケティング、流通、会計、情報、観光に関連
する研究、活動の連携が可能。

組織的産学官連携活動の取組事例

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail
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埼玉大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

先端産業の創造・集積という首都圏埼玉の課題の解
決と関連人材の育成のため、地域の産学官金連携
により、文理融合科学研究・開発を推進、イノベー
ションを創出して地域活性を行う。

先端産業国際ラボラトリー 048-858-9136 sangaku@gr.saitama-u.ac.jp

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

・本格的な「組織」対「組織」の産学官連携に向け、学
内外の連携機関間の有機的な連携を強化。
・人材の育成・活用やワークショップを通じて国際的
研究者ネットワークを構築するとともに、海外と地域
の国際産学官連携クラスターの形成、GNT企業の創
出を支援。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

・大学が研究開発・事業化をインキュベーションする新
たな産学官金共創ネットワークの構築
・共創の場における先端産業分野での研究開発、プロ
ジェクトおよび実践的PBLの推進
・基礎研究から実用化・事業化まで一貫した研究開発
管理体制

組織的産学官連携活動の取組事例

先端産業国際ラボラトリーにおける埼玉地域創生のための新たな産学官金連携

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail

　先端産業国際ラボラトリーは、産学官金連携による研究・開発、事業化等を
見据え、平成28年4月に設置。超高齢社会の安心のための「彩の国健康・医
療イノベーション」事業による産業振興・集積を目指し、ヘルスケアとメディカ
ルの２つのイノベーション研究ユニットを配置している。
　また、埼玉地域の産学官金ネットワークを形成し、連携による研究・開発協
働と製品化、事業化を行う場として、それぞれ、共創型ワークショップスペー
ス、先端産業インキュベーションスペースを設置し、各研究ユニットが活動を
進めている。
　令和２年度には、共創型ワークショップスペースにおいてヘルスケア・イノ
ベーション・ワークショップ、AI/IoT技術を活用したロボット開発人材育成実践
セミナー、人工知能関連技術動向ワークショップ、高大連携研究インターシッ
プ、メディカル・イノベーション・ワークショップ、先端ラボ・イブニングサロンを
のべ1,452人の参加を経て35回開催した。その結果、産業界、自治体等と積
極的な議論や交流を深めることを通じて、新たな研究開発や事業化への検
討につながった。
　先端産業インキュベーションスペースにおいては、15社の企業が入居し、企
業との共同研究の事業化に向けて横断的に実施し、製品化・事業化を図る
ほか、研究開発及び実証実験を行い、社会的課題の解決に貢献している。
　また、企業との共同研究の推進と併せて「埼玉大学産学官連携協議会」の
活動等、自治体・企業との連携の活動の継続に努めた。
　企業との研究開発・試作・製品化・事業化まで一貫した共同研究の推進、新
産業創出・標準化事業を通じた社会への還元、研究開発を通じた産業人材
育成などを実施し、地域社会への発展に貢献している。
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日本薬科大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

　本学は、包括連携協定を締結した大学周辺自治体
を中心に、自治体の担当者と地元企業、農業法人な
どとコラボし商品の共同開発を行い、地域貢献に寄
与することを目的として活動を行っている。

地域連携室

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

　本学の持つ薬と健康に関する知見を活かして、連
携協定を結んでいる地元自治体（1区6市5町）の活
性化に繋がるような地域密着型の産官学連携の取
り組みを更に推進していく。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

　本学は、漢方薬学コースを設けており、漢方の考え方
を採りいれた商品開発と、機能性成分を多く産生する
麹菌を使った発酵食品の開発を得意とする。例：森の
サイダー、きはだのボディーソープ、甘こうじ(甘酒）、糀
カレー、漢ジャムなど

組織的産学官連携活動の取組事例

きはだプロジェクト

本件連絡先

機関名 部署名

　秩父地域の新たな林業振興を目指して、秩父地域の山林に自生している
キハダ(黄檗=おうばく)を活用した商品開発とそれに付随する地方創生に向
けて、秩父樹液生産協同組合とNPO法人秩父百年の森が中心となって活動
を進めており、これを日本薬科大学が学生の研究を含めて支援活動を行っ
ている。

　平成27年に開発・販売を開始した「森のサイダー　きはだのにがみ」は清涼
飲料水として販売されている。

　平成29年度に開発・販売を開始した「ちちぶもりのめぐみ　キハダボディー
ソープ」は医薬部外品として認定されている。

秩父市 埼玉県

日本薬科大学

秩父の薬木分析

メディア広報

地元品会社

試作・加工・製品化

戸田乳業

樹液生産者

良質な薬木の採取加工

分布・採取・調査

秩父樹液生産協同組合

メープルベース

法的調整プロジェクト統

括

NPO法人

秩父百年の

森

プロジェクト統

括

NPO法人

全体アドバイス

店頭販売・ＰＲ
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埼玉医科大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

研究活動においては、医療系総合大学として更にア
クティブに展開するよう強化するとともに社会に向け
た発信及び知財活用を積極的に推進していく。ま
た、社会ニーズを捉えた産学連携の推進を図る。

リサーチアドミニストレーションセン
ター

049-276-2073 chizai@saitama-med.ac.jp

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

大規模な展示会、AMEDぷらっと、ニーズマッチング
会などを通じて、シーズとニーズのマッチングを図
る。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

医薬、診断薬、検査方法、医療機器などの分野で共同
研究や特許出願を行っている。

組織的産学官連携活動の取組事例

ニーズマッチング in 埼玉医科大学病院

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail

・平成17年度に「知的財産管理運営部門」と「産学連携部門」を
　創設。平成19年度に「知的財産管理運営部門」と「産学連携部門」
　を統合し「知財戦略研究推進部門」として再スタート。平成25年度に
　産学官連携アドバイザーを雇用。平成30年度にリサーチアドミニスト
　レーションセンターの「知的財産･産学官連携」担当となる。

・医科大学の伝統的な使命である研究（知の創造）、教育・研修（知
　の伝承・普及）、診療に加え新たに、学内のニーズやシーズを基に
　産学官連携により経済価値の創造（知の活用）を目指す。

・埼玉県の医療イノベーション埼玉ネットワーク事業と連携して、本学
　の3つの附属病院のうち、本年度は毛呂山キャンパスの埼玉医科
  大学病院のニーズを探索し、企業を集めてプレゼンテーションを行い、
  マッチングを進めている。

医療イノベーション埼玉ネットワーク

大学・研究機関

医療機関

金融遺憾

公的支援機関等

産学官連携事業

ニーズ探索 臨床現場のニーズ紹介

埼玉医科大学

埼玉県先端産業創造プロジェクト

ニーズマッチング in 埼玉医科大学病院

マッチング 作業

企 業 プレゼンテーション（８テーマ）
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埼玉工業大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

埼玉工業大学は「テクノロジーとヒューマニティの融
合と調和」　を理念としている。企業との受託・共同研
究を活発に進めると同時に，社会や一般の人々に貢
献できる技術の発展を念頭に産学官連携活動に取
り組んでいく。

教育研究支援課 048-585-6856 sangaku@sit.ac.jp

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

・ 自動運転と、MaaS, ITS インフラ協調

・ 再生可能エネルギーと発火,爆発しないVFRB*

・ AI, 深層学習、机上から実運用

　　　　　　　　　　*VFRB: バナジウムレドックスフロー
電池

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

・ 自動運転（地元深谷市を含め自治体との実証実験）
・ 再生可能エネルギーの貯蔵技術
・ AI, 深層学習

組織的産学官連携活動の取組事例

自動運転と再生可能エネルギー及びAIの社会実践

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail

1.　自動運転：
　　平成29年12月1日(金)から、深谷市の協力を得て警察庁が定めた「動走
行シス
　　テムに関する 公道実証実験のためのガイドライン」に従い、自動運転実
証実験
　　を開始。 活動範囲を広げ、国及び地方自治体が主催するMaaS, ITSなど
インフラ
　　協調に伴う実証実験を実施。　そして、自動運転による高齢化社会の対
策。
2.　再生可能エネルギー：
　　電気は貯蔵が難しいエネルギ―で、電力会社はリアルタイムで変化する
需要
　　に合わせ発電量を調整します。　自然エネルギーを有効活用するために
は貯蔵
　　技術は必須で、例えば昼間ソーラーパネルで発電した電気を安全な
VRFBに
　　貯蔵、一日を通して夜間も電力として使用します。
　　本学では、ものづくり研究センターをモデルケースとし、実証実験を継続
中です。
3.　AI, 深層学習
　　近年、AI, 深層学習の研究及び学習は、あらゆる場所で盛んになっていま
す。
　　本学では、それらを机上にとどめず社会実践して行く事を重要視していま
す。
　　自動運転によるAIの実践。
　　AIをによる、画像や医用信号を含むあらゆるデータの、識別及びスクリー
ニング
　　への実践。

学部・大学院産学官交流センター

地域貢献・産学官連 教育・研

学長

先端科学研究所

AI研究センター

自動運転技術開発センター

ものづくり研究センター

クリーン & 再生可能エネル

ギー
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千葉大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

イノベーションの創出に向けた産業連携研究の推
進・強化、研究成果の社会実装に向けた知的財産の
確保と活用、イノベーション創出人材の育成と組織改
革。

研究推進部産学連携課産学連携係 043-290-3565 beg3605@office.chiba-u.jp

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

イノベーション創出へとつながる流れを循環させる
「イノベーション・エコシステム」の取組を推進する具
体的な施策。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

イノベーション創出のための新たな産学官連携拠点とし
て「イノベーション・マネージメント・オフィス（IMO)」を設
立し、必要な機能を集約かつ拡充して連動させ、外部
資金獲得を大幅に増加させることを目指すため、既存
組織を解体し、研究推進・産学連携部門の抜本的な組
織改革のため、機能の集約化を行った。

組織的産学官連携活動の取組事例

産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム（OPERA）

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail

領域名称《ゼロ次予防戦略によるWell Active Communityのデザイン・評価技
術の創出と社会実装》

ゼロ次予防とは、運動や健康食の摂取など本人が意識的努力をせずとも、暮
らしているだけで健康で活動的になる住空間・コミュニティーを指すものであ
り、建造環境を含む社会的環境の重要性に着目したWHO（世界保健機関）に
よって提唱された新たな概念です。
本プロジェクトでは、オフィスや住宅などハード面のデザイン・設計と、ハード
に実装するソフト面の健康寿命延伸プログラム、そしてそれらを科学的エビデ
ンスにもとづき評価するデータ解析ツールを連動させ、超少子高齢化社会を
世界に先駆けて迎える我が国における健康長寿社会を実現します。ここでい
う健康には身体的健康に加えて、心の健康や生きがい・幸福感などのWell-
beingが含まれています。
本プロジェクトが目標とする新たな価値としては、個人の健康寿命延伸による
QOLの向上、世界的に拡大を続けるヘルスケア産業の市場において消費者
に訴求する健康増進のための商品の提供、健康寿命延伸によって得られる
社会保障費（医療費等）増大の抑制による財政健全化などが挙げられ、学問
的挑戦性と産業的革新性を併せ持つ社会的インパクトの高い研究開発を目
指しています。
R2年度からは本格実施フェーズが始まり、参画企業が20社を超える大型プロ
ジェクトに発展しています。今後はさらなる企業間連携やを推進していきま
す。
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淑徳大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

本学は、大学の理念・目的、各学部・研究科の人材
育成の目的をふまえ、教育研究活動の成果を広く社
会に還元することを目的として、学外の諸組織と地域
連携事業、生涯学習事業、社会人の学び直しを含む
地域との教育プログラム等の地域連携活動を推進
し、地域社会の活性化・発展に寄与する。

大学地域連携センター 043-265-7834 f-jimu@soc.shukutoku.ac.jp

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

本学の教育研究資源と社会の資源とを結びつけな
がら、地域の課題を解決し得るシンクタンクとしての
機能、産学官連携、大学間連携や高大連携のコー
ディネーターとしての機能を果たしていく、また本学
が地域にとってのリカレント教育や生涯学習の拠点
機能を果たしていくことを柱に、事業を進めていく。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

4つのキャンパスで取り組まれている地域と連携した教
育研究活動を共有し、福祉・看護・コミュニティ政策・経
営・教育・人文分野における地方公共団体、地域産業
界、地域団体等との連携事業の企画立案と実施を行っ
ている。

組織的産学官連携活動の取組事例

高校と連携した「地域まるごと校内居場所カフェ」モデル構築のための実証研究

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail

（問題意識）
　文部科学省初等中等教育局「平成30年度 児童生徒の問題行動・不登校等
生徒指導上の諸課題に関する調査結果について」によると、全国の高等学校
における長期欠席者数（80,752人）のうち、その理由が不登校である生徒数
は52,723人であり、全体の65.3%を占めている。また不登校の要因としては、
全日制の生徒では、いじめを除く友人関係をめぐる問題（19.8%）、学業の不振
(18.4%)、家庭に係る状況（17.7%）が上位を占めている。また高等学校中途退
学等の事由を確認すると、学校生活・学業不適応が36.3%と大きな要因となっ
ており、これらのデータ間での直接的な因果関係は説明できないが、不登校
や人間関係の悩みを抱えている高校生を福祉的に支援することにより、不登
校の減少や高校中途退学率の抑制につながるのではないかと考えられる。
（本研究の目標）
そこで本研究では、千葉県立生浜高校と連携し、「校内居場所カフェ」モデル
の構築と実証実験を行うことにより、そのプログラムづくりを通じて、市内の高
校に通学する高校生への福祉的支援の可能性を明らかにすることを目標と
する。同時に、他県の事例調査等を行い、その実施方法や資金調達の方法
を検討し、自走型・持続可能なモデルの構築を目標とする。
（本研究の実施体制）
　上記の研究目標を達成するために、具体的でかつ実行可能性が高い研究
組織を組成する必要がある。本研究を遂行するにあたり、千葉県立生浜高等
学校と連携を図る。またちば産学官連携プラットフォーム（11大学・短大）と連
携し、市内の大学・短大からの学生・教職員の協力を得る。具体的には、ちば
産学官連携プラットフォーム教育活動連携事業部会と共同研究ワーキンググ
ループと連携する。
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ちば産学官連携プラットフォームに参加する大学・短期大学として、共同の公
開講座を特定の地域（千葉市）の住民を対象に開催し、当プラットフォームの
めざす「地域の発展と課題解決に寄与する」ことを目的としており、各大学が
もつ豊かな研究資源を活
かし、千葉（市）に関する研究や話題 を 「ちば学」と位置づけ、リレー形式で
提供する ものである。本学は幹事校として、プログラムコーディネーターを担
当している。

（2020年度の実績）
・ちばの「食」～科学から見た中高年の「食」あれこれ（東都大）
・ちばの「災害時医療」～避難所で死なないために気をつけること（帝京平成
大）
・ちばの「歴史と文化」～近世の民間信仰を中心に（千葉経済大）
・特別講座　千葉市の「次期基本計画」について（千葉市制作企画課）
・ちばの「幼児教育」～幼児期の遊びについて考える（千葉明徳短大）
・ちばの「地域づくり」～地域みんなで考え、つくる、これからの千葉（淑徳大）
・ちばの「交通問題」～混雑・整備のイタチたちごっこを超えて（敬愛大）
・ちばの「観光」～千葉の魅力（千葉経済大短大部）"
・ちばの「持続可能性」～ＳＤＧｓからみたまちづくり（神田外語大）
・ちばの「ことばの教室」～我が国の言語障害教育を築いてきた千葉の取組
とこれから（植草学園短大）
・ちばの「礎を築いた人」～千葉常胤の生涯（放送大）
https://www.chiba-pf.org/project/lifelongstudy/

ちば産学官連携プラットフォームには、千葉市域の11私立大学・短大が参画し、行政
（千葉市）、産業界（千葉商工会議所）と包括連携協定を締結している。上記の各部会・
ワーキンググループには、各大学・短大のここの特性を考慮し、分担して参加している。
生涯学習連携事業部会は、幹事校の敬愛大学の他、植草学園大学・短大、淑徳大学、
千葉敬愛短大、千葉経済大学・短大、帝京平成大、放送大の各校を以て構成されてお
り、ちば学リレー講座をはじめとする千葉市の市民の学びを支援する取組を展開してい
る。

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

ちば産学官連携プラットフォームを活用した、産学官
連携のさらなる充実

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

経済・経営・国際・教育の各分野
（千葉市域11大学との連携による「ちば産学官連携プ
ラットフォーム」事業の推進）

組織的産学官連携活動の取組事例

ちば学リレー講座

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail敬愛大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

2017年度に学長直属の部署である地域連携セン
ターを設置し、地域だけでなく、他大学や行政、産業
界との連携を推進する。

地域連携センター 043-251-6363 crc@u-keiai.ac.jp
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概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

今後検討事項

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

保健医療福祉分野

組織的産学官連携活動の取組事例

該当なし

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail亀田医療大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

本学では「21世紀社会が必要とする保健医療福祉
分野における学術の中心として広く知識を授けるとと
もに、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及
び応用的能力を展開できる専門職者の育成を目的
とする」の目的達成のために、産学官連携活動を必
須としている。

管理部総務課 04-7094-5608 kamedadaigaku@kameda.ac.jp
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日本IBM株式会社との産学協創における取組み

・2019年12月に締結されたMemorandum of Understandingの精神に基づき、日本を量子
コンピューティングにおけるリーダーとして推進することを目指すとともに、Japan-IBM 
Quantum Partnershipを日本の産業界、学術機関および研究機関を巻き込んだ提携事
業とし、さらに本パートナーシップにより、量子コンピューティングに関する技能を日本国
内において独自に集結させ、量子コンピューティングを中心とするエコシステムを構築す
ることで、量子コンピューティングのアルゴリズムおよびアプリケーションに関する戦略的
に重要な研究開発活動を振興し、日本における経済的機会を促進することを目的に「産
学協創協定」を2020年6月17日付けで締結。協定期間は5年間。
・IBMは所有・運用するIBM Quautum System Oneを日本国内のIBM拠点に設置し、ま
た、東京大学とIBMは、次世代量子コンピューターにおいて使用するハードウェアを含む
技術開発を行うための世界初の量子コンピューター・ハードウェア・テストセンターを東京
大学キャンパス内に開設した。
・東京大学とIBMは、量子コンピューティングの主要な基礎研究テーマについて共同研
究を行うとともに、東京大学キャンパス内に研究交流スペースとなるコラボレーションセ
ンターを設置した。
・東京大学、IBMおよび参画企業等からなるコンソーシアム（量子イノベーションイニシア
ティブ協議会）を設立し、会員間で相互に協力しながら、研究開発、教育研修及びその
支援活動を行う。
○ホームページ　量子イノベーションイニシアティブ協議会：https://qii.jp/
　　　　　　　　　　　IBM東大ラボ：https://itl.adm.u-tokyo.ac.jp/
○プレスリリース　https://www.u-tokyo.ac.jp/focus/ja/articles/z0801_00005.html
https://www.u-tokyo.ac.jp/focus/ja/press/z1702_00010.html
https://www.u-tokyo.ac.jp/focus/ja/press/z1702_00011.html
https://www.u-tokyo.ac.jp/focus/ja/articles/z1702_00008.html

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

・大学と産業界とが経済社会のビジョンを構築・共有
して課題解決に共に取り組む「産学協創」の推進。
・大規模な組織間連携による文理の学知からの効果
的な価値創造のため、学内外の専門家を柔軟に活
用する仕組みの構築。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具体例（特色
ある研究成果（特許等））

・産と学が協力して共に課題を掘り起こし、解決のために組織と組
織が手を組んで進める「産学協創」
・新しい産業の芽となるベンチャーを育成するためのインキュベー
ション機能を持った施設の拡充・整備を計画

組織的産学官連携活動の取組事例

産学協創（日本IBM）の推進

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail東京大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

産学官民の緊密な連携をはかりつつ、その学術的成
果を広く人類社会に還元していくことを目指す。

産学協創部 03-5841-2682
sangakukyosobu.adm@gs.mail.u-
tokyo.ac.jp
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TCSとの産学協創における取組み

・社会やビジネスの課題に対し、東京大学が持つ卓越した知識、研究力を全
学より結集し、TCSがグローバルで培ったIT、エンジニアリングの知見を駆使
して、日本とインド、さらには世界におけるより良い社会づくりを目指す
・技術連携、人材交流、イノベーション創出、スタートアップ・エンゲージメント
といった相乗効果の高い領域から活動を開始
・技術連携：研究交流ラウンドテーブル開催
・人材交流：学生インターンシップTCSのR&I拠点での学習や研究海外研修、
地域コミュニティへの貢献としてドローンを活用したSTEM教育の出張授業　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　・イノベーション創出：デザインシンキングをアイディ
エーションとイノベーションのフレームワークとして取り入れた「DXLデザイン
ラボ」の取組
・スタートアップ・エンゲージメント：TCS のコイノベーション・ネットワーク™
（TCS COIN™ ）を通じて、東京大学関連の 有望なスタートアップ企業に対し、
グローバル展開の機会を提供

○プレスリリース　https://www.u-tokyo.ac.jp/content/400148581.pdf

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

・大学と産業界とが経済社会のビジョンを構築・共有
して課題解決に共に取り組む「産学協創」の推進。
・大規模な組織間連携による文理の学知からの効果
的な価値創造のため、学内外の専門家を柔軟に活
用する仕組みの構築。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

・産と学が協力して共に課題を掘り起こし、解決のため
に組織と組織が手を組んで進める「産学協創」
・新しい産業の芽となるベンチャーを育成するためのイ
ンキュベーション機能を持った施設の拡充・整備を計画

組織的産学官連携活動の取組事例

産学協創（TCS）の推進

本件連絡先

機関名 部署名

産学官民の緊密な連携をはかりつつ、その学術的
成果を広く人類社会に還元していくことを目指す。

産学協創部 03-5841-2682
sangakukyosobu.adm@gs.mail.u-
tokyo.ac.jp

TEL E-mail東京大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針
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産学官民の緊密な連携をはかりつつ、その学術的
成果を広く人類社会に還元していくことを目指す。

産学協創部 03-5841-2682
sangakukyosobu.adm@gs.mail.u-
tokyo.ac.jp

TEL E-mail東京大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

住友林業との産学協創における取組み

・⽊の最先端科学研究を通じて「⽊の価値」を⾼め、⽊質資源の循環利⽤

   による、サーキュラーバイオエコノミーシステム（循環型共⽣経済）を構築、

　持続可能で⼈と地球環境にやさしい未来社会を実現する。
・事業期間は10 年、事業費は10 億円
・⽊や植物の経済的価値の向上、森林資源の公益的価値の顕在化、

　⽊や植物と⼈の関係の定量化、の3 つの視点から多⾓的にグローバル・

　コモンズに資する協創を推進する。また、⼈材育成およびベンチャー企業

　の協業にも取り組む。

〇プレスリリース　https://www.u-tokyo.ac.jp/content/400146928.pdf

　 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

・大学と産業界とが経済社会のビジョンを構築・共有
して課題解決に共に取り組む「産学協創」の推進。
・大規模な組織間連携による文理の学知からの効果
的な価値創造のため、学内外の専門家を柔軟に活
用する仕組みの構築。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

・産と学が協力して共に課題を掘り起こし、解決のため
に組織と組織が手を組んで進める「産学協創」
・新しい産業の芽となるベンチャーを育成するためのイ
ンキュベーション機能を持った施設の拡充・整備を計画

組織的産学官連携活動の取組事例

産学協創（住友林業）の推進

本件連絡先

機関名 部署名
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東京大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活
動の取組方針

産学官民の緊密な連携をはかりつつ、その学術
的成果を広く人類社会に還元していくことを目指
す。

産学協創部 03-5841-2682
sangakukyosobu.adm@gs.mail.u-
tokyo.ac.jp

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事
項

・大学と産業界とが経済社会のビジョンを構築・共
有して課題解決に共に取り組む「産学協創」の推
進。
・大規模な組織間連携による文理の学知からの
効果的な価値創造のため、学内外の専門家を柔
軟に活用する仕組みの構築。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその
具体例（特色ある研究成果（特許等））

・産と学が協力して共に課題を掘り起こし、解決のた
めに組織と組織が手を組んで進める「産学協創」
・新しい産業の芽となるベンチャーを育成するための
インキュベーション機能を持った施設の拡充・整備を
計画

組織的産学官連携活動の取組事例

産学協創（日本ペイントホールディングス）の推進

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail

日本ペイントホールディングスとの産学協創における取組み

□産学協創の目的
卓越した知見・技術を有する東京大学の研究者ならびにその研究成果
と、日本ペイントの塗料・コーティング技術の包括的な融合により、美しく
魅力あふれる持続可能型社会への貢献を目指す

□社会連携講座の設置
・講座名称：革新的コーティング技術の創生
・期間　　：2020年10月1日～2025年9月30日（５年間）
・研究の方向性 ：
　１．抗菌・抗ウイルス機能を有し、感染拡大防止を実現するコーティング
技術の研究
　２．将来予測されるスマート／リモート社会の基盤を支え、社会の効率
性向上に貢献するコーティング技術の研究
　３．環境負荷低減／社会コスト抑制に貢献するコーティング技術の研究
・教育目的：
　次世代のコーティングにかかわる高度人材の育成を推進するとともに、
次世代の高度人材を輩出するための教育プロセスの確立する

○プレスリリース　
https://www.t.u-
tokyo.ac.jp/foe/press/setnws_202005191820089261886746.html
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新型コロナウイルス感染症の発生により、生活様式・日常が大きく変貌
し、医療の在り方や健康維持に関する社会ニーズが急変する中、これら
環境変化に先手を打つ産学連携を推進することを目的に「TMDUイノベー
ション戦略2020」を策定。
「TMDUイノベーション戦略2020」の下で、①アイデアから始める産学連携
を強化する為の仕掛けとして「TMDUイノベーションアイデアコンテスト」を
開催し、また②アイデアやシーズを産学官で協同し育てることを目的とし
た「社会/医療のReDesig勉強会・ワークショップ」を開催する等の施策を
推進。両取組の詳細は以下の通り。

【TMDUイノベーションアイデアコンテスト】
(目的・概要）
学内ファンドを創設し、本学シーズを新時代の医療・健康に繋げるアイデ
アコンテストを実施。
(主な活動実績、成果）
2020年7月〜8月の期間に学内でイノベーションアイデアの公募を行い、
アイデア型21件・事業化検討型6件の応募が有り。その中からアイデア型
4件、事業化検討型2件を採択しファンドを提供。また採択案件のみなら
ず、全ての応募案件について、OI機構が事業化（ベンチャー起業含む）に
向けたサポートを推進。

【社会/医療のReDesign勉強会・ワークショップ】
（目的・概要）
・新時代の医療・健康を企業と本学が共に考え、新規テーマ・プロジェクト
創出を目指す企画として勉強会及びワークショップを開催。
・本学から医師・歯科医師・研究者が参加し、医療分野のニーズ出しを積
極的に実施。またオープンイノベーション機構のプロジェクトマネジメント
チームが参加することで、新たな産学連携の機会創出を目指す。
（主な活動実績、成果）
9月14日に勉強会を開催。11月以降3回に分けてワークショップを開催（右
記参照）

【社会・医療のReDesign勉強会(2020年9月14日開催）】

【社会・医療のReDesignワークショップ】

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

本学は、産学官連携活動の先にあるイノベーショ
ン創出を結実するためには、企業様との信頼関係
に基づく 本格的な産学官連携を実施することが重
要と考えている。そこで、本学と企業が共通ビジョ
ンの下でイノ ベーションに取り組む「戦略的共同
研究制度」や、組織対組織の連携を実現するため
「オープンイノベーション共創制度」により、企業と
長期的視点に立った連携を強化している。 また、
医薬品や医療機器に限定せず、医療のあり方、健
康・ヘルスケア関連の新規事業の創出に向け て、
多様な業種業界との産学官連携を増強することを
目指している。また新型コロナ患者の受入を積極
的に行っている医療機関の一つとして、With/After
コロナ時代における社会変化に伴うニーズを捉え
た産学官連携プロジェクトの創出に注力したい。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその
具体例（特色ある研究成果（特許等））

本学は、国立大学唯一の医療系総合大学として、
「世代を超えて地球・人類の『トータル・ヘルスケア』
を 実現する」を目指して、産学官連携活動を推進し、
革新的医療イノベーション創出に取り組んでいる。 
本学は、医療分野の先端研究をはじめ、医学部・歯
学部の二つの附属病院における臨床研究も活発 に
行なっていることから、研究力、臨床的知見、医学教
育力等、本学が有するリソースを総動員して、社会に
求められる医療の実現および人々の健康増進への
貢献に資する産学官連携、社会との連携を指向して
いる。 東京駅から約５分であり、医療系大学や医療
機関が近隣に多数集積するお茶の水という立地を活
かし、ヒト・モノ・知見を共有する医療イノベーションの
ハブとして、革新的医薬品、医療機器はじめヘルス
ケア領域の新たなビジネスモデルの構築、推進を目
指している。

組織的産学官連携活動の取組事例

「TMDUイノベーション戦略2020」

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail東京医科歯科大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活
動の取組方針

本学は、産学連携活動の推進を、大学の成長戦
略の重要な柱と位置づけ、支援体制の充実・強化
やバリエーション豊富な産学官連携スキームの構
築を目指し、体制強化に取り組んでいる。2018年
には「TMDUオープンイノベーション機構」を設置
し、本学の臨床・研究・教育のアセットを最大限に
活用した産学官連携メニューの提案と、成果創出
に向けた主体的で透明性のあるプロジェクトマネ
ジメントの提供により、企業との共創による社会課
題の解決に向けた「革新的医療イノベーション」の
創出を目指している。

オープンイノベーション機構													
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東京工業大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

・知の社会実装等の社会連携活動は、教育、研究と
ともに本学の重要なミッションと位置づけ、学長・研
究担当理事のもと積極的に産学官連携活動に取組
んでいる。

オープンイノベーション機構 045-924-5171 admin@oi-p.titech.ac.jp

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

・共同研究講座・協働研究拠点等の組成を目指すプ
レ検討である共同事業を活用した大型連携の創出
・コンソーシアム等複数企業との連携による共同研
究の推進
・研究成果に基づいた起業の促進、創業後の社会定
着の促進

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

・得意分野は、化学・材料分野、電気電子分野、機械分
野、情報分野、生命科学分野、社会基盤分野等、理工
系全般。
・具体例としては、IGZO薄膜トランジスタ技術、パワー
半導体技術、LiB固体電解質技術など。

組織的産学官連携活動の取組事例

協働研究拠点 アルバック先進技術協働研究拠点の設置

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail

【設置までの経緯】
　企業のほうで「組織」対「組織」の産学連携を通じ、世の中にない新たな真
空装置を創出したい意向はあるものの、具体的にどのような付加価値を創出
しどのような研究テーマを設定すればよいのか、当初は決まっておらず課題
であった。今回、研究テーマ創出を目的とした共同事業プログラムを活用し
検討を進めた結果、プラズマ測定技術とAI技術との融合により新たな技術、
新たな真空装置を創出できる見通しが立ち研究テーマを設定することができ
た。
　本研究テーマの設定により協働研究拠点の設置の目途が立ち2021年9月
に協働研究拠点を設置した。
【設置の目的】
　真空装置でもAI技術を搭載した生産装置が必須の時代となっている。現状
取得できるデータでAI技術を活用しても装置性能の向上には限界があり、さ
らなる高性能化には新たな技術が求められている。協働研究拠点では、東
工大の持つプラズマ測定技術とAI技術を融合させ、これまで計測できなかっ
たプラズマの状態を計測することにより真空装置の高性能化を目指す。
　また東京工業大学Dlab※が提供するDlab協働プログラムの活用が決まっ
ており、プログラムで導き出された未来社会、企業の将来像を踏まえ新たな
研究テーマ創出に取り組む。
　あわせて組織対組織の連携を活かした人材育成などにも積極的に取り組
む。
【協働研究拠点の特徴】
・「組織」対「組織」の連携として機能するように、東京工業大学オープンイノ
ベーション機構が研究企画から事業化までの研究開発に付随する業務や人
材育成などについて支援を行い、研究開発を推進する。
・東京工業大学オープンイノベーション機構が研究テーマの設定に積極的に
関与し、共同事業プログラムにて研究テーマの設定を実現。
・東工大のプラズマ測定技術とAI技術を融合させ、これまでにない新たな真
空装置の創出を目指す。
・Dlabが提供するDlab協働プログラムの活用し、未来社会、企業の将来像を
踏まえた新たな研究テーマ創出に取り組む。
※東京工業大学Dlab：「人々が望む未来社会とは何か」を社会の一員として
考えデザインすることを目的に設置
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お茶の水女子大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

本学は、委託研究・共同研究・技術移転等を通した
企業等との連携、政府・地方自治体の政策形成への
寄与、地域社会における市民活動との連携等の幅
広い産学公連携の推進のための組織的取り組みを
行う。
（お茶の水女子大学社会貢献ポリシーより）

研究・産学連携課 ０３‐５９７８‐５１６２ s-kenkyo@cc.ocha.ac.jp

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

産学官連携による教育・研究プロジェクトの推進を図
る。
・SDGsを軸にした企業等との包括的連携を行う。
・ヒューマンライフイノベーション研究機構による人が
生涯を通じて健康で心豊かに過ごすための研究・開
発、安心・安全な社会環境構築のための研究開発を
行う。
・研究コンプライアンスの推進のための活動を実施
する。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

ライフサイエンス、工学、情報科学を生活者の視点で横
断する分野。未来の食を開く、昆虫食の開発研究等。

組織的産学官連携活動の取組事例

ムーンショット型農林水産研究開発事業
『地球規模の食料問題の解決と人類の宇宙進出に向けた昆虫が支える循環型食料生産システムの開発』

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail

プロジェクト概要

現在の動物性タンパク質生産は海洋の天然資源（魚粉）に依存しているた
め、気候変動や人口増加に脆弱であり、人類の宇宙進出にも適合しない。そ
のため、魚粉を代替し、持続可能な未利用資源の確保が急務となっている。
本プロジェクトでは、農作物残渣・食品廃棄物を有用動物性タンパク質に転
換できる昆虫を、魚粉を代替する水産・畜産飼料原料として確立すると共に、
人類の食・健康と地球環境を支える新たな生物資源として活用することを目
指す。さらに、地球上のいかなる環境にも対応可能な昆虫生産システムを開
発し、宇宙空間における人類の安全・安心な食と健康を支える完全循環型の
食料生産システムに昇華させる。

プロジェクトの産学連携活動

本プロジェクトでは、産学官連携を持続するため、コンソーシアムを設立し、
2050年の目標達成に必要な外部資金の確保、先端技術の相互活用、及び
有能な人材の交流を推進するとともに、開発された技術のスピンオフを奨励
する。コンソーシアム内の協力機関として研究機関のみならず、行政機関、
NGO、一般企業、ベンチャー企業およびベンチャーキャピタルが参画し、産官
学連携の強化と、さらなるスピンオフベンチャーの創出を後押しする。

体制図等
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東京学芸大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活
動の取組方針

外部資金獲得と、教員養成並びに教育支援職養
成の強化と高度化を推進するために、近年、教員
養成系大学としては先導的に力を入れて、産学官
連携の取り組みを進めている。特に今回の取り組
みは、本学にプラットホームを構築し、企業や公共
組織、大学等との連携・共同の促進、教育に関わ
る「新事業の創出」の支援を狙いとしている。

財務・研究推進部研究・連携推進課 042-329-7901 sangaku@u-gakugei.ac.jp

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事
項

短期スパンで成果が上がる研究だけでなく、長期
スパンで成果をあげる研究を産官学連携で支え
ていく仕組みづくり

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその
具体例（特色ある研究成果（特許等））

附属学校をフィールドにした実践的な研究開発。
20以上の法人、複数の教育委員会が参加する「未
来の学校みんなで創ろう。PROJECT」の始動。

組織的産学官連携活動の取組事例

教育分野のオープンイノベーションのためプラットフォーム、Explayground

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail

東京学芸大学は、2019年4月に教育インキュベーションセンターを設置
し、Mistletoe Japan合同会社と連携協定を締結、一般社団法人
Explayground推進機構を設立した。現在、、教育分野のオープンイノベー
ションのためのExplaygroundの構築を開始した。
Explaygroundは、成果にとらわれずに自由な研究開発を実践するスター
トアップフィールド、焦点を絞った成果目標を明確にした朝来らレーション
フィールド、複数のプロジェクトを同時並行で推進することにより大きな問
題解決を行うオーケストレーションフィールドで構成されており、現在、ス
タートアップフィールドでは38の活動が、アクセラレーションフィールドでは
７の共同研究などの活動が、オーケストレーションフィールドでは2つの活
動が推進されている。
オーケストレーションフィールドの一つである「未来の学校みんなで創ろ
う。PROJECT」には30を超える企業などの法人と複数の教育委員会が参
加し、10年後の学校を3年度にモデル化することを目指して、学校を実践
フィールドに12のプロジェクトが始動している。
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　本学では、異分野交流の場として「イノベーションパーク」を設け、その独自
の取り組みとして学長直轄のオープンイノベーション拠点「フロンティア研究
環」を設置、本学の強みであるエネルギー・資源・ロボット・モビリティ・バイオ・
医工・環境・食料・遺伝子工学等の分野の社会実装や産学連携・機能強化を
推進してきた。
　その中で2018年に設置された研究拠点の1つ、三沢工学研究院長を拠点長
とする「光融合科学研究拠点」では、同年、産学共創プラットフォーム共同研
究推進プログラム(OPERA)に提案し採択された「光融合科学から創生する
「命をつなぐ早期診断・予防技術」研究イニシアティブ」を推進。「命をつなぐ
技術コンソーシアム」を形成し、産業界の協力のもと、オープンイノベーション
の体制を構築している。
　OPERA事業では、光科学分野における世界最先端の技術（生体関連小分
子の無標識検出技術）をオープンイノベーションの骨格として、生命科学分野
と獣医学分野、農学分野のキーテクノロジーを組み合わせて研究開発を推進
し、領域横断的な融合分野のシステムを構築し、社会システムとして定着させ
ることで、産業構造に大きな変革をもたらし、同時に若手研究者の活躍機会
の創出を目標としている。
　実際に、開発機器による測定サービスの有効性を呼び水として、採択当初
の「2大学、6企業、7つの研究開発課題」から、2019年は「3大学・12企業、8つ
の研究開発課題」へ、さらに2020年度は新たなキーテクノロジーも追加され「3
大学・27企業、9つの研究開発課題」へとその規模も確実に拡大してきてい
る。イノベーションを継続的に創出し続けるために必須である、（ハードエッジ
な）産業界と（ソフトエッジな）大学の連携を進められている。
　また、社会で活躍できる若手研究者の育成策のひとつとして、OPERA若手
研究者交流会を2019年度末、2020年度末に開催。異分野交流を通じて自身
の総合的研究力の向上を促している。

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

分野横断的融合に基づく新産業の創出を目指す。こ
のため、オープンイノベーションの仕組みや体制を整
え、領域横断的な融合分野を総合、システム化する
ことにより、基礎研究から実用化までシームレスにつ
なぐ研究活動を進める。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

研究担当理事が主導する全学ワーキングにおいて、研
究に関する組織的な議論を進めている。農学・工学分
野および本学の特色である農工融合分野における研
究力を解析し、これらによって大型の共同研究等の獲
得を目指す方向で進んでいる。

組織的産学官連携活動の取組事例

東京農工大学産学連携推進におけるOPERA事業

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail東京農工大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

基礎から応用に至る高い研究力により産学官連携を
推進し、持続発展可能な社会の構築に向けた新しい
技術や価値を創出することで、社会に貢献する。

研究支援課 042-388-7008 kenkyu2@cc.tuat.ac.jp
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電気通信大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

本学は、新たな戦略目標「D.C.& I.」（多元的な多様
性を尊重し、異なるものも含めた要素間の相互理
解・相互触発を活性化させることにより、イノベーショ
ンの持続的創出を目指す）に基づいて、組織連携の
拡大及び資金獲得の強化に焦点を置いた産学官連
携活動を推進している。

産学官連携センター 042-443-5137 onestop@sangaku.uec.ac.jp

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

本学は、“お客様目線”に立ち、連携をスムーズに展
開し、徹底した対話により相手の求める研究成果と
プロジェクトサイクルを理解した上で、最適かつ戦略
的なマッチングソリューションを提案することを重視し
ている。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

本学は、Society5.0の実現に必要な基盤技術の学問領
域すべてをカバーし、かつ基礎研究から応用研究まで
をカバーしていることに強みを持っている。具体例とし
て、AI研究の成果である言葉の響きによる印象を数値
化する「感性評価システム」を事業化する大学発ベン
チャーがある。

組織的産学官連携活動の取組事例

AIとIoTにより認知症高齢者問題を多面的に解決する東京アプローチの確立
（東京都「大学研究者による事業提案制度」採択事業）

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail

　本事業は、AIとIoTを用いて、認知症の行動・心理症状（BPSD）の発症を予
測し、予防支援策を導くことで、認知症高齢者のQOLの向上と、家族・介護者
の負担軽減を図ることを目的とするものである。

　本学が研究代表機関となり、都内の介護施設、大学、研究所、企業と連携
して認知症高齢者問題を多面的に解決する構想を掲げ、都の令和元年度
「大学研究者による事業提案制度」に応募して採択されたものである。都の
「認知症施策の総合的な推進」のひとつとして、令和２年度より本格的な組織
的産学官連携活動を開始している（研究期間：令和2年4月1日～令和5年3月
31日）。

　本事業では、「全体システムの設計」、「IoTデバイス・本学実験施設設計」、
「AI分析」、「医学的検証」、「パイロット事業先の選定・準備」の５つのチーム
を編成し、各チームに配置された複数の機関同士、また、各チーム同士が綿
密な連携を図りつつ実施する体制としている。令和２年度は、令和３年度か
らの「認知症高齢者支援AI/IoTシステム」のパイロット事業開始に向け、「シ
ステムの全体設計」、「試作による検証」、「パイロット事業対象施設の選定と
対応」を実施した。
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一橋大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学等全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針

本学は、①新しい社会科学の探求と創造、②国内・
国際社会への知的・実践的貢献、③構想力ある専門
人、理性ある革新者、指導力ある政治経済人の育
成、を研究教育の理念と位置づけ、この理念の下
に、産学官連携を重要な使命の一つと認識し、その
充実に努めている。

研究・社会連携課 042-580-8058 res-ex.ml@ad.hit-u.ac.jp

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

社会の課題に的確に応えるため、研究成果の社会
への還元を積極的に行うとともに、社会科学の総合
大学としての特長を生かしたイノベ―ションの創出を
目指す。また、共同研究、受託研究等により、本学の
研究教育活動の基盤向上を図る。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

日本の社会科学研究を先導する大学として、国内外の
社会、経済、法制等における諸課題の解決に資する研
究や企業経営の革新に寄与する研究など、社会の改
善に貢献する研究に強みを発揮しているほか、課題解
決へと導く理論的基盤である基礎・応用研究も得意とし
ている。

組織的産学官連携活動の取組事例

産業技術総合研究所との「文理共創」を軸とする包括連携協定に基づく連携・協力の推進

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail

社会イノベーションを推進する「真の実学」を目指す本学と「技術を社会へ」を
ミッションとする産総研とは、将来構想の基本的方向で親和性が高く、日本発
のイノベーション創出に貢献するため、包括連携協定締結以来、様々な領域
において、それぞれの強みを活かし「文理共創」の連携・協力を図ってきた。
令和２年度も、具体的な連携の実現に向け協議を行い、その結果として、主
に以下の連携・協力を行った。
（１）産総研デザインスクール
産総研は平成30年に産総研デザインスクール開始した。これは「これからの
社会でほんとうに必要とされること(共通善)」を探求し、仲間とともに未来のく
らしを創造する「共創型テック・リーダー」を育むための教育プログラムであ
る。当該プログラムへは本学教員が講師として参画し、高度経営人材育成を
目指し連携を図った。
（２）博士後期課程イノベーション・マネジメント・プログラム
本学は令和元年度より、新たな技術を企業成長や事業戦略に結び付けるこ
とができる高度経営人材や高度経営専門職の育成を目的として、一橋大学
大学院経営管理研究科経営管理専攻博士後期課程イノベーション・マネジメ
ント・プログラムを新設した。令和２年度には、当該プログラムに産総研の研
究者を講師に迎えた授業科目「特別講義（イノベーション・マネジメント）」を新
規開講した。当該科目は、産総研における最先端の研究開発成果とその事
業化の事例について研究者本人から講演を受けるとともに、講演を踏まえた
受講者間の討議を実施することで技術イノベーションの事業化プロセスを学
ぶものであり、当該科目の開講を通じて、高度経営人材の育成を目指した協
力を拡充した。
（３）文理共創型コンサルティング
産総研が民間企業を対象として実施する文理共創型コンサルティングに本
学教員が参加し、設計・支援等を行った。

協定での実施内容
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